










令和８年度　第１回
「松本市高齢者・障害者虐待防止ネットワーク協議会議事録」



















松本市高齢者・障害者虐待防止ネットワーク協議会事務局






令和８年度
第1回松本市高齢者・障害者虐待防止ネットワーク協議会

次　　第

日時　令和８年７月６日（月）
午後１時３０分～
場所　松本市役所　議員協議会室
（東庁舎３階）
１　開会


２　委嘱状交付


３　あいさつ


４　自己紹介


５　役員選出


６　会議事項
1 　令和７年度事業実績			資料１、
2 　松本市の状況について			資料２-１、２-２、２-３、２-４
3 　松本市高齢者虐待対応マニュアル	別冊１
4 　松本市障がい者虐待対応マニュアル	別冊２
5 　令和８年度事業計画（案）			資料３
6 　意見交換　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 別紙１

７　報告事項
1 第１０期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の策定について　

2 第５次松本市障がい者計画等の策定について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８　その他


９　閉会
（１　開会）
事務局　　　　　午後１時２５分、開会を宣言した。（委員２１人のうち１６名の参加があり、協議会設置要綱第５条第２項に基づき、会議は成立した）

（２　委嘱状交付）
事務局　　　　　協議会設置要綱第３条に基づき、任期満了に伴い委員に対し委嘱状を机上に交付したことを説明した。

（３　あいさつ）
健康福祉部長　　皆様、お世話になっております。４月より健康福祉部長に就任いたしました高木と申します。前職は高齢福祉課長、さらに前々職では障がい福祉課長を務めておりました。今後は健康福祉部全体で虐待関連の課題に取り組んでまいりますので、皆様のお知恵を借りながら精進してまいります。本日はお忙しい中ご出席いただき、ありがとうございます。委嘱状を交付しましたが、委員は新しく１１名が着任しております。任期は令和１０年３月までです。今後ともよろしくお願いいたします。本協議会は、高齢者・障がい者の虐待予防・早期発見、そして養護者への支援を中心に進め、強化を図っております。長年携わっておりますが、なかなか課題の解決が難しく、問題が表面化しにくい状況があります。日常的にケースワーカーは意見交換と情報共有を行い、早期発見と防止に努めておりますが、時代背景も含め難しい問題であることを認識しております。今後は早期発見と地域全体での見守り支援を実現すべく、環境作りを推進していきます。関係者の皆様は、知恵を出していただき、なるべく実現可能な形で進めてまいりたいと考えております。結びに、委員各位の益々のご活躍を祈念申し上げ、開会を宣言いたします。今回の会議を本日と冬場にもうひとつ開催いたします。本日は役員を決定し、年間の行事を紹介する予定です。２回目の会議では実績報告を行います。何卒よろしくお願いいたします。

（４　自己紹介）自己紹介を行った。

（５　役員選出）
事務局　　　　　協議会設置要綱第３条第３項に基づき、委員の互選によるものとなっていることを説明し立候補・推薦ともなかったため、会長を松塩安筑老人福祉施設組合の「片倉委員」、副会長を中信社会福祉協会の「三村委員」とする事務局案を提示し、委員から承認を得た。

　　　　　　　　協議会設置要綱第５条に基づき会長が議長となり、会長と副会長があいさつをした。

会長　　　　　　皆さんこんにちは。今年度も会長を務めさせていただきます。よろしくお願いいたします。本日はご多忙の中ご出席いただき、ありがとうございます。高齢者を取り巻く環境が大きく変化する中、障がい者や高齢者に対する虐待が増加していることはご存知かと存じます。最近、新聞で「虐待死」という報道を目にしました。痛ましい事例であり、社会全体が真剣に向き合うべき重要な課題です。このような事案の背景には、単なる暴力や放置といった表面的な問題だけではなく、介護者の極度の疲弊や精神的負担、認知症による介護量の増大、家族関係の崩壊、社会的孤立、経済的困難といった複数の要因が複雑に絡み合い、虐待死に至ることが調査から明らかになっています。特に、介護者自身が追い詰められ、支援を求めることができないまま孤立する状況は、深刻な要因と考えます。私たちが目指すべきは、高齢者と介護者の双方が安心して暮らせる地域社会の実現です。そのためには、行政・専門職・地域住民が連携し、早期の気づき・早期発見・相談につながる環境作りが不可欠です。これらの点を踏まえ、今回の会は重要な役割を担うものと考えています。皆様とともにこの課題を共有し、支援の輪を広げる契機となることを願っています。今後とも高齢者の尊厳を守り、安心して暮らせる地域づくりに向けて共に歩んでいきたいと考えています。よろしくお願いいたします。

副会長　　　　　この度、副会長に就任しました中信社会福祉協会の三村と申します。現在、共立学舎に在籍しておりますが、何年かぶりに欠員が発生し、入所調整を行っております。入所を希望されている方々のケースを見させていただくと、もう少し早く知ることができればと感じる事例が何件かあります。早期発見し、苦しんでいる方々をできるだけ早く救済することが重要だと改めて実感しています。今回、ここで様々な情報を得られることを嬉しく思います。皆さま、よろしくお願いいたします。

（６　会議事項）
議長　　　　　　会議事項(1)令和７年度事業実績、(2)松本市の状況についての説明を求めた。

事務局　　　　　資料１に基づき、令和７年度事業実績について説明、報告した。

事務局　　　　　資料２-１、２-２に基づき、松本市の状況（高齢者）について説明した。

事務局　　　　　資料２-３、２-４に基づき、松本市の状況（障がい者）について説明した。

議長　　　　　　意見、質問等がないことを確認した。
引き続き、会議事項(3) 松本市高齢者虐待対応マニュアル、(4)松本市障がい者虐待対応マニュアルの説明を求めた。　　
　　　　　　
事務局　　　　　別冊１に基づき、松本市高齢者虐待対応マニュアルについて説明した。
　　　　
事務局　　　　　別冊２に基づき、松本市障がい者虐待対応マニュアルについて説明した。

議長　　　　　　意見、質問等がないことを確認した。

　　　　　　引き続き、会議事項(5)令和８年度事業計画についての説明を求めた。

事務局　　　　 資料３に基づき、令和８年度事業計画について説明した。

議長　　　　　　意見、質問等がないことを確認し、委員から承認を得た。
　　　　　　引き続き、会議事項⑹意見交換について、事業所職員等などからの相談通報ハードルを下げる取り組みについて、事業所職員などが相談通報をしやすくするためにどのような取り組みが有効か、また、虐待の早期発見、早期相談に繋げる関係機関との連携や、周知のあり方について、委員から意見を求めた。

委員　　　　　　テーマ設定の理由の⑵のところで、令和７年度の事例として、虐待を疑いながらも通報が遅れて重篤化してしまっているというふうにございますけど、どういった理由でこういうふうになってしまうのか、言える範囲で結構ですので教えてください。

事務局　　　　　虐待の通報があり、事実確認と対応を進めるにあたって、各関係者に集まっていただき、今後の進め方・対応方針を検討します。その中で、デイサービスの職員やご自宅に伺うヘルパーは、すでに虐待の状況を把握しているが、直接通報することに ためらいがあるため、ケアマネジャーにまず相談し、必要であればケアマネジャーが通報してくれる、という認識が浸透しています。それが１回、２回に留まらず、頻繁に見られるものです。実際に、タイムリーに「あざができている」といった兆候を察知できるのは事業所側です。できれば事業所から 直接通報してもらいたいのですが、現状ではうまくいかない という問題意識があるため、今回書かせていただきました。


委員　　　　　　「教育」という言葉はやや不適切かもしれませんが、制度の仕組みとしては、システム上の関係から言い出しにくい、今後の関係が途切れてしまう恐れがある、制度自体を知らない、あるいは知っていて遠慮している、といった状況が見られます。これらはどんな分析になりますか。

事務局　　　　　両方のケースがあると考えられます。まず、通報義務は各事業所からの通報が「努力義務」として位置付けられていますが、周知が十分に行き届いていない点が課題です。また、直接養護者と関わる機会が多いため、通報者の立場や対応が曖昧になりやすいという側面もあります。ケアマネジャーは虐待を目にする機会が多く、どのように対処すべきか悩んでいるうちに問題が放置されがちです。

委員　　　　　　日頃から事業所間のコミュニケーションをできるだけ取るようにし、違う事業所でも相談しやすい雰囲気を作っています。発見や気になることがあったときに、情報共有がスムーズにできるように努めています。私たち自身も、包括支援センターの担当者に対して「相談しやすい」と感じているため、小さなことでもすぐに相談できる体制を整えています。たとえば、何か気になることがあったときは、「虐待ではないかもしれない」などの疑いがあっても遠慮せずに相談します。このように日常的に情報共有と相談のハブを機能させておくことで、本格的な問題が発生した際にも、迅速に対応できる と考えて取り組んでいます。

議長　　　　　　事例的なことはありますか。

委員　　　　　　昨年度、事業所内で高齢者が次第に痩せていくケースがありました。そのため、包括や高齢福祉課の担当者に相談したことがあります。些細なことかもしれませんが、やはり気になる点があります。

委員　　　　　　令和７年度の1年間、松本市内で救急隊が虐待の疑いで搬送した事例が４件確認されました。いずれも殴打などの暴力に関わるケースです。これらについてはすべて警察と連携し、現場で状況を確認した際には直ちに警察へ報告し、遅れのない対応を徹底しています。

委員　　　　　　話がずれちゃったら申し訳ありません。警察はこのような通報を受けた際、まず事件性を検討します。経済的虐待など、すぐに事件化が難しいケースや事件に該当しないケースもありますが、暴行・傷害といった身体的虐待のように、明らかに事件性がある場合は、事件化を前提に対応します。事務所職員等の方の通報ハードルを下げる方法については、すぐに具体策が思い浮かびません。先ほど、「ケアマネジャーさんが市へ相談してくれるだろう」という話が出ましたが、二重に申し訳ありません。「だろう」は子供じみた表現なので、使用を控えるべきと考えます。最初に情報を把握した者は、市への通報が行われたかを確認すること、ケアマネジャーに相談した場合は、ケアマネジャー自身に「その後、連絡はしましたか」と確認を取ること、警察組織では、このような確認作業が多く求められますが、具体的にどのように確認すべきかについては、現時点で明確な意見を提示できず、申し訳ありません。

委員　　　　　　虐待について、新聞やテレビで報道されるケースはありますが、定例会の中で各町会を担当している民生委員から虐待に関する意見交換は、３期目に入りますが、全く行われていませんでした。現場や家庭内でさまざまな事例があると認識しています。しかし、そうした事例が表に出にくく、通報へつながりにくいのではないかと考えています。特に家庭内の問題は外部から顔が見えにくく、民生委員が直接情報を得ることは難しいのが実情です。隣組単位で顔が見える距離にあることが必ずしも保証されないため、虐待防止の仕組みづくりは大きな課題です。通報体制を構築するにあたっては、住民の協力を求めることが必要ですが、プライバシーへの配慮や抵抗感もあるため、実現が容易ではありません。そこで、目を光らせるだけでなく、広報活動を通じて問題提起を行うことが重要だと考えます。私自身、父や母の介護経験があり、自己批判の必要性を痛感しています。民生委員として地域福祉の推進や課題解決に取り組む中で、私たち自身にも改善すべき点が多くあることを認識しています。率直に意見を言える雰囲気がまだ十分に整っていないため、隠さずに素直に意見を交換できる環境づくりが求められます。高齢者や障害を抱える家族と関わる中で、言葉や態度に気になる点が出てくることは自然です。そのようなことを皆で率直に話し合い、意見を交わすことが、問題解決への第一歩になると考えています。自己批判も含めて、互いに率直に向き合う姿勢が大切です。以上です。

委員　　　　　　この意見交換のテーマとは少しずれるかもしれませんが、薬局で聞いた事例をご紹介したいと思います。虐待に該当するかははっきりしませんが、参考になるケースとして取り上げます。包括センターでは、「認知症の高齢者の方が困っていることがあれば相談してください」と呼びかけています。薬局のスタッフも対応しますが、個人情報の取扱いについてはどこに相談すべきか迷うことがあります。私は、まずご家族がケアマネジャーや包括センターに相談すべきだと考えています。実際、多くのご家族は協力してくれますが、福祉サービスを受けたくないという方や、配偶者が認知症ではないものの相談できないケースもあります。例えば、薬局に来た方が失禁してしまい、支払いができないという状態です。このような場合、在宅での介入が必要かもしれないと考え、ケアマネジャーと相談したいと申し出たところ、担当者が不在であることが分かりました。そもそも包括センターに情報が届いていなかったためです。この相談を受けて、通報すべきかどうか悩みました。その際、担当医師に状況を伝え、ケアマネジャーを紹介して介護保険の利用を勧めてもらいましたが、虐待に該当するかは不明です。また、子どもが薬の味を嫌がるケースもあります。店頭で薬を飲ませようとしても、味が苦手で飲めないことがあります。連れてきた親御さんや祖父母が叩く場面があり、医師に相談して別の薬に変更した例があります。通報の範囲については以前から考えていました。事例が重大になると行政や警察に連絡する必要が出てくることもありますが、薬局側としてはケースバイケースで判断しています。以上、事例として報告いたします。

議長　　　　　　早期発見、早期相談っていうところを考えると、今の対応ってとても大切なのかなと私は聞いてて思いましたが、松本市さんの方いかがですか。

事務局　　　　　ありがとうございます。ご相談いただき、主治医の先生もその相談を受けて患者様へ助言してくださり、大変ありがたく思います。サービスについては、本人が受けたくないと感じることもあるかと思いますが、私たち関係職員は守秘義務を負っていますので、差し支えなければ早めにご相談・通報いただくことが重要です。相談のハードルが高く感じられるかもしれませんが、高齢者の方であれば高齢福祉課、障がいをお持ちの方であれば障がい福祉課、または包括支援センターなどがございますので、ぜひご利用ください。

委員　　　　　　今回のケースでは、利用者と事業所の利害関係がどうしても生じるため、直接指摘しづらい場面があります。私も以前は在宅のケアマネジャーを務めていたことから、事業所側に通報義務があることは理解していますが、言い出すのが難しい点には共感します。私の経験では、相談を受けた際にはまず包括支援センターに連絡し、そこから高齢福祉課へ情報を通報するという手順で対応してきました。事業所に通報義務があるからといって強要するのではなく、ケアマネジャーにもその重要性を理解してもらい、適切に対応すれば重篤化は防げたと考えています。このような事例は、ケアマネジャー向けの勉強会でも取り上げるべきです。今回の件を機に、包括支援センターへ相談することの重要性を周知し、単に放置するのではなく、適切に情報共有できる体制を整えることが求められます。

委員　　　　　　事業所での虐待事案に関する通報について、過去の事例を振り返ります。以前、類似したケースで通報が行われた後、当該職員は職場で居心地が悪くなり、結果的に別の施設へ異動しました。そのため、虐待を起こした職員という印象が残り、職員同士の通報がためらわれることがあると考えられます。要するに、職員が同僚を通報するハードルは依然として高いと言えるでしょう。もちろん、虐待は決して容認できるものではないので、通報自体は必要です。ただし、通報後に職員がどのように対処すべきかは、依然として悩ましい課題です。

委員　　　　　　私も同じように考えていました。通報や相談を行った職員が不利益を受けないようにすることを明確にすることが重要だと思います。案として、気軽に気になる点や改善案を書き込める「気づきシート」を試験的に作成し、提出した職員を評価できる仕組みを導入するのはどうかと考えています。

議長　　　　　　実際にそのシートを使われていらっしゃるんですか。

委員　　　　　　虐待に関してはまだ使用していませんが、日頃から事業所では当法人でもヒヤリハット用紙を積極的に活用しています。ただし、用紙が増えすぎると業務負担が大きくなるため、できるだけ小さくまとめて、業務に支障が出ないように工夫しています。

委員　　　　　　我々の学校では、１人の児童・生徒を複数で観察できる点が大きな強みです。その児童について何か問題があると感じた場合でも、直接職員が通報するのではなく、教育委員会など学校全体としての手続きを通すことができます。そのため、職員の心理的ハードルは、事業所の職員が直接通報する場合に比べてやや低くなっています。教師は通報の必要性を十分に理解しており、適切に対応できると考えています。しかし、実際に通報が行われた際には、学校や保護者との関係がどうなるか、今後の見通しが不透明であることが教師の不安材料となっています。このような不安は、私自身も感じている点です。

委員　　　　　　すみません、今回初めて委員に就任したため、まだ分からない点があります。まず、通報をためらう職員が多いという問題です。職員が通報すると、本人が特定できてしまうことへの不安があるようです。たとえば、名前を明かさずに通報できる仕組みはありますか。高齢者担当の窓口を見ると電話番号しか記載されていませんが、メールでも受け付けられるようにすれば、匿名性が確保できるのではと考えております。通報を受けた際には、まず事実関係の確認が必要です。その段階で「誰が通報したか」を知る必要はないはずです。通報者の身元が保護される体制を整えることが重要です。例えば、通報後の対応を施設長や関係者が行う形にすれば、通報しやすくなると考えます。また、通報した結果として仕事を失ったり、親族からの反感を買うことへの懸念があります。成年後見人として活動している場合、親族に対して金銭の支給を停止すると、強い反感を受けるケースがあります。こうした敵対関係が生じると業務が円滑に進まなくなるため、通報者を守る仕組みを強化すべきです。要するに、匿名での通報が可能であり、通報者が不利益を被らない体制を整えることで、職員が安心して問題を指摘できる環境を作りたいと考えています。

事務局　　　　　施設虐待に関して、現在は施設側で虐待防止の研修が義務付けられており、職員は虐待が発生した場合に通報しなければならないことは認識していると考えられます。最近では、職員から「虐待の可能性がある」との内部通報が増えてきました。我々は守秘義務を守りながら、通報を受けたら施設へ事実確認のために訪問したり、連絡を取ったりしています。その際、通報者の氏名や電話番号などは開示せず、情報が特定できないよう配慮しています。また、事業所の職員に対しても、安心して通報できるよう周知する必要があると感じます。通報は電話やメールなど様々な手段で受け付けており、遠慮なく利用できる環境を整えたいと考えています。通報しないまま問題が放置されると、事態が深刻化する恐れがあります。たとえ最終的に虐待ではないと判断されても、疑いが生じた時点で早めに相談してもらうことが重要です。

委員：　　　　　先ほども申し上げましたが、人権擁護委員という名称はあまり浸透しておらず、内部でも問題となっております。そのため相談件数も少なく、事例がほとんどありません。事務的に言えば、人権擁護委員は人権担当の相談を受けた場合、すべて記録し法務局へ提出する体制が整っています。したがって、相談内容は必ず記録に残ります。相談者については全員匿名で取り扱われ、氏名が外部に公開されることはありません。制度的に通報者を保護する仕組みが存在していることはあるのか、あるならばその仕組みをしっかり周知し、保護が確実に行われる旨を伝えることが、相談ハードルを下げるために必要だと感じています。

委員　　　　　　少し保健福祉事務所の立場とは異なるかもしれませんが、私自身は３月まで児童相談所の保健師として勤務しており、子どもの虐待通報の対応を担当していました。通報者を保護することが極めて重要なポイントであると常に感じていました。現場での経験から、通報者が職場の理解を得られず、個人として通報したいだけでも不利益を被るのではないか、職場に通報が知られた際に自分の立場がどうなるか不安になるという相談が多数寄せられました。家族内や知人・親族からの通報でも同様の懸念が見られました。結論としては、児童相談所だけでなく高齢者や障害者虐待の分野でも「絶対に漏れない」ことは保証できません。そのため、通報は職員にとって義務であり、まずはその点をすり合わせる必要があります。通報があったこと自体を外部に公表することはできませんが、例えば特定のケースで関係する職員や家族が限定されるように配慮することは可能です。とはいえ、通報者と案件が結びつくリスクは依然として残っており、これが通報のハードルを高くしていると感じました。したがって、通報者が義務を果たしたことを組織内でしっかり守れるか、あるいは組織外で保護できるかを明確に示すことが重要です。この点が不透明だと、通報は非常にハードルが高いと受け止められます。以上です。

委員　　　　　　事業所内で通報者が保護されるかどうかについてお話ししたいので、通報窓口をご紹介します。公益通報者保護法があり、勤務している労働者が組織内で不正や虐待などの問題を発見した場合、外部や広域への通報が可能です。この制度は平成16年に制定され、近年はハラスメント行為も増えていることから、各自治体が窓口を積極的に公表しています。松本市でもホームページに案内しています。通報者の個人情報は保護され、匿名でも通報できます。また、確固たる証拠がなくても、疑わしい事実や推測に基づく内容でも通報できる仕組みです。通報後に解雇や降格などの不利益取扱を受けることは法律で禁止されており、通報者情報は守られます。ただし、小規模自治体では通報者が特定されやすいリスクが残り、課題となっています。相談窓口は市民相談課で、電話・メール・対面のいずれでも受け付けています。この窓口を利用して通報してください。以上です。

[bookmark: _GoBack]議長　　　　　　皆様様々な立場からの貴重なご意見をいただきありがとうございます。意見交換の中で出されました意見については、今後の周知啓発活動に反映できるよう、本協議会で引き続き扱ってまいります。

（７　報告事項）
議長　　　　　　第１０期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の策定について及び第５次松本市障がい者計画等の策定について説明を求めた。

事務局　　　　　資料４に基づき、第１０期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の策定について説明した。

事務局　　　　　資料５に基づき、第５次松本市障がい者計画等の策定について説明した。

議長　　　　　　他に意見等がないことを確認し、議事を終了した。

（９　閉会）
事務局　　　　　閉会を宣言し、午後３時００分に散会した。
